
第８２回 国有財産四国地方審議会

令和４年１２月２日
財務省 四国財務局

諮 問 事 項 説 明 資 料

諮問事項１
香川県高松市に所在する留保財産の二段階一般競争
入札の実施及び審査委員の選任について

四国とともに、未来をつむぐ



１．留保財産の概要（旧四国管区警察局）

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

（１）位置図

出典：国土地理院ホームページ（http://maps.gsi.go.jp/）
コンテンツを編集・加工して作成

旧四国管区警察局
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１．留保財産の概要（旧四国管区警察局）

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

所在地 ： 高松市中野町１９番１３
面 積 ： 土地 3,317.02㎡ 建物 建1,243.67㎡／延4,766.80㎡

用途地域等： 近隣商業地域（保育所、老人ホーム等のほか、店舗、事務所等の建築が可能）
「栗林公園北部地区地区計画」「栗林公園周辺景観形成重点地区」

建ぺい率・容積率 ： 80%・300%
最寄りの交通機関等：JR栗林公園北口駅（駅より東へ200m）

（２）基本情報

旧四国管区警察局

JR高徳線栗林公園北口駅

中野保育所

四国新聞社

国道11号線

出典：国土地理院ホームページ（http://maps.gsi.go.jp/）
コンテンツを編集・加工して作成
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財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

①北側路地

②西側道路路地

③南側道路

⑤東側道路

④建物北東面

（３）周辺の状況

①

②③

④

⑤

⑥

既存建物については、サウンディング調
査（令和3年5月実施）において、
・築年数も古く利活用は難しい
・定期借地契約であれば更地とすべき

との意見が出されたことから、現在、国
において建物解体工事中。

3
⑥現状（R4.11.24現在）



（４）財産の沿革（旧四国管区警察局）

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

・本財産は、昭和40年11月竣工以降、四国管区警察局庁舎として使用されて
いたもの。

・平成29年12月高松サンポート合同庁舎（南館）へ四国管区警察局が移転し
たことに伴い、その用途を廃止し、平成31年3月に四国財務局へ引継。

・令和元年9月の第79回国有財産四国地方審議会において定められた選定
基準に基づき、同審議会において「留保財産」に選定される。

・令和3年9月の第81回国有財産四国地方審議会において、通達に基づき公
的利用要望を募集するとの利用方針を決定。
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「留保財産」とは有用性が高く希少な国有地について、将来世代における行政需要

や地域ニーズに対応していく観点から、所有権を国に留保し、定期借地権による貸付

けを行うことで財政収入を確保しつつ、有効活用・最適利用を図ることとした財産。

四国財務局管内における留保財産の選定基準は以下のとおり。

（参考）留保財産について

１．地域・規模に関する要件

「香川県 高松市」「愛媛県 松山市」に所在する 2,000㎡以上の土地※

※上記市町村の行政区域のうち、統計法（平成19年法律第53号）第5条第2項に係る最新の

国勢調査に基づく人口集中地区（DID）とする。

２．留保財産の適否の判断基準

・ 上記１の要件に該当する又は該当しない財産であって、個別的要因（立地条件等）も踏まえ、

留保財産とすべきもの。

・上記１の要件に該当する財産であって、個別的要因（接道状況等）から留保財産から除外すべ

きもの。

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance
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財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance
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財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance
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３．定期借地権による貸付のための二段階一般競争入札

あらかじめ開発条件を設定し、土地の借受けを希望する者から開発条件を踏まえた企
画提案を求めた上で、外部の有識者で構成される審査委員会において提案書を審査し、
審査を通過した者により入札（価格競争）を行う手法。

（２）二段階一般競争入札の流れ

（１）定期借地権による貸付のための二段階一般競争入札とは
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（１）審査委員会の設置

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

（２）審査委員会の業務

①入札案内書（案）の確認等

入札案内書（案）のうち、開発条件や企画提案審査要領等を確認のうえ、
必要に応じて財務局長に意見する。
②企画提案書の審査

企画提案書の審査実施後、審査結果を財務局長に報告。
③企画提案書の変更の審査

借受人との契約締結後、重大な変更の基準に該当する場合、当該内容
について審査・意見する。
④国有財産地方審議会への報告

審査委員長は審査の経過または結果を国有財産地方審議会の求めが
あった場合に同審議会に報告する。

二段階一般競争入札を実施する際は、財務局長が審査委員会を設置し、
企画提案書の審査を依頼することとされている。また、審査委員を選任す
る際には、国有財産地方審議会へ諮問するものとされている。

４．二段階一般競争入札の審査委員会
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財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

審査項目 審査基準

資力 開発するための十分な資力を有しているか

開発実績 開発行為を実行できるだけの経験等を有しているか

開発コンセプト
開発条件を反映しているか、地域経済の活性化が見
込まれるか

開発手法 開発手法の実現性はあるか

開発スケジュール
着工までの手順に不備はないか、工事期間は適切
か

事業収支見込
収入及び支出の見込みが適切に設定されているか、
事業継続性の確保策は、想定したリスクと対策が適
切か

開発計画
法令等に適合し、公序良俗に反しない計画か、地域
の地区整備計画や景観計画に対応した計画か

５．企画提案書の主な審査項目と審査基準（標準的事項）

9



財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

項目 内容

契約書式
国有財産有償貸付合意書
（令和元年9月20日付財理第3207号「定期借地権を設定した
貸付について」通達別紙様式第3号）

契約の目的 事業用定期借地権の設定

借地権の種類 賃借権

貸付財産の転貸 原則として認めない

定期借地権の譲渡 原則として認めない

必須条件として定める事項

・企画提案書の履行義務
・企画提案書の変更の事前承認
・違約金の額
・契約の解除等

契約締結の要件
提案概要や契約相手方の名称などの公表及び公表
に対する同意

６．契約条件等
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財務省通達に基づき、審査委員会の委員には、次の各分野から選任し、
おおむね３名で構成し、審査委員長は、審査委員の互選により決定する。

また、国有財産の管理・処分に係る事務に従事する者をオブザーバーとし
て加えることとする。

①経営、経済、不動産等の専門的知見を有する者

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

７．審査委員の選任

②当該土地が所在する地方公共団体の都市計画部局の長等

③国有財産四国地方審議会委員
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※なお、当初の審査委員が審査委員会の業務を行うことが困難となった場合には、通達により財
務局長は新たな審査委員を選任することができるものとされており、国有財産地方審議会に報告
するものとされている。



第８２回 国有財産四国地方審議会

令和４年１２月２日
財務省 四国財務局

報告事項１
国有財産法第１０条に基づく調整事項について

報 告 事 項 資 料

四国とともに、未来をつむぐ



財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

庁舎等の使用調整

１

（※）調整対象面積とは、現有面積から基準面積（職員数等に応
じて機械的に算出される面積）を差し引いた面積である。

＜参考条文抄＞

（記－第３－３－（３）国有財産地方審議会への報告）

国有財産法第１０条に基づく調整を行ったものについては、事後に開催される国有財産地方審議会に報告
するものとする。

庁舎等使用調整計画の策定等に係る取扱いについて（抜粋）
（平成１９年１月１１日付財理第１号）

（管理及び処分の総括）
第１０条

財務大臣は、前条に規定する国有財産の適正な方法による管理及び処分を行うため必要があると認めると
きは、各省各庁の長に対し、その所管に属する国有財産について、その状況に関する資料若しくは報告を
求め、実地監査をし、又は用途の変更、用途の廃止、所管換その他必要な措置を求めることができる。

国有財産法（抜粋）
（昭和２３年法律第７３号）

調整対象面積（※）
の発生

使用調整前

●官署統廃合
●実地監査

など

Ｘ庁舎

Ａ官署

Ｂ官署

Ｃ官署

Ｄ官署

使用調整の実施

Ｘ庁舎

Ａ官署

Ｂ官署 Ｃ庁舎

借受庁舎

Ｃ官署

Ｄ官署

○借受費用の縮減

○売却可能財産の創出

○分散解消

○新たな行政需要対応

○耐震性の確保

○老朽・狭あい解消
など

効 果

（※）使用調整とは、庁舎等を適切かつ効率的に使用するため、所管換、所属替、用途の
変更その他の方法により、その使用につき必要な調整をすることをいう。



２

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

中村地方合同庁舎

自衛隊高知地方協力本部

四万十地域事務所

借受解消

高松サンポート合同庁舎の１０条調整（位置図）

出典：国土地理院ホームページ（https://maps.gsi.go.jp/）
コンテンツを編集・加工して作成

高松サンポート合同庁舎

四国厚生支局（健康福祉部門）

借受解消

環境省四国環境

パートナーシップオフィス

借受解消



３

財務省 四国財務局
SHIKOKU Local finance bureau Ministry of Finance

高松サンポート合同庁舎の１０条調整

１０条調整前 １０条調整後

№ 庁舎名（入居官署） 調整面積 使用する官署
調整通知
年月日

備考

１

高松サンポート合同庁舎

四国財務局
四国厚生支局
四国運輸局
中国四国管区警察局四国警察支局
高松地方気象台
中国四国農政局香川県拠点

ほか13官署

約500㎡

約80㎡

約540㎡

計 約1,120㎡

四国厚生支局

環境省四国環境パートナーシッ
プオフィス（ＥＰＯ）

共用会議室

R3.12.22

借受費用の縮減（四国
厚生支局：約1,930万円
／年、環境省四国環境
パートナーシップオフィ
ス：約330万円／年）及
び庁舎の有効活用を図る
ため、調整対象面積の一
部を使用させることとし
たもの。

共用
会議室

ＥＰＯ

共用会議室等四国厚生支局 四国厚生支局四国厚生支局

四国厚生支局高松地方気象台

四国厚生支局中国四国農政局香川県拠点

中国四国管区警察局四国警察支局 共用会議室

四国運輸局 共用会議室

移転

移転

民間ビル

ＥＰＯ

民間ビル

四国
厚生
支局

調整対象面積の一部高松地方気象台

共用
会議室

中国四国農政局香川県拠点
調整対象

面積の一部

中国四国管区警察局四国警察支局 調整対象面積の一部

四国運輸局 調整対象面積の一部


